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第 1章 総 則 

（目 的） 
第 1 条 この規程は、〇〇株式会社（以下「会社」という。）が保有する車両を会社の従業

員が使用する場合及び従業員が自己の保有する車両を通勤のため使用し、又は業務

のため使用する場合における安全運転の確保のために必要な遵守事項を定めるとと

もに、安全運転管理その他の車両管理に関する一般的事項を定める。 

（定 義） 
第 2 条 この規程における用語の意義は、それぞれ次の各号に定めるところによる。 

(1) 自動車…道路交通法第 2 条第 1 項第 9 号に規定する自動車をいう。 
(2) 車両…自動車及び道路交通法第 2条第 1項第 10号に規定する原動機付自転車を

いう。 
(3) 社有車…会社が所有し、又はリース会社から貸与を受けている車両であって、

会社が管理しているものをいう。 
(4) マイカー…従業員が所有し、又は会社以外の者から貸与を受けている車両をい

う。 
(5) 通勤車両…この規程に定める手続により通勤に使用することが許可されたマイ

カーをいう。 
(6) 運転者…運転免許を有し、かつ、車両の運転が許可された従業員であって、法

令及びこの規程を遵守し、運行計画に基づき業務のために車両を運転するものを

いい、次号のマイカー通勤者を含むものをいう。 
(7) マイカー通勤者…運転免許を有し、かつ会社の許可を受けた従業員であって、

法令及びこの規程を遵守し、通勤のために車両を運転するものをいう。 
(8) 総括責任者…安全運転管理並びに業務に使用する車両の管理及びその安全かつ

効率的な運行管理（以下「車両管理」と総称する。）を統括管理し、この規程に定

める管理体制の最高責任者であるものをいう。 
(9) 安全運転管理者＜副安全運転管理者＞…道路交通法第 74条の 3に定める安全運

転管理者＜及び副安全運転管理者＞をいう。 
(10) 運行責任者…各部門における車両管理の責任者（安全運転管理者が置かれてい

る部門においては、安全運転管理者の補助者）をいう。 

（法令遵守） 
第 3 条 この規程に定める車両管理を行う者及び運転者は、この規程及び道路交通関連法
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規並びに会社が指定した事項を遵守しなければならない。 

第 2章 運転者 

（運転者の心構え） 
第 4 条 運転者は、車両を運転するに当たっては、常に人命尊重を旨とし、かつ、交通法

令及びこの規程を遵守し、安全運転に努めなければならない。 
2  運転者は、当該車両のハンドル、ブレーキその他の装置を確実に操作し、かつ、

道路、交通及び当該車両等の状況に応じ、他人に危害を及ぼさないような速度と方

法で運転しなければならない。 
3  運転者は、車両を運転するに当たっては、運転しようとする車両に応じた運転免

許証を持っていること、当該車両に有効な自動車検査証及び自動車損害賠償責任保

険証明書等が備えられていることを確認しなければならない。 

（運転者の遵守事項） 
第 5 条 運転者は、次の各号の事項を遵守しなければならない。 

(1) この規程に定める基準に達しない車両を使用しないこと。 
(2) この規程に定める許可を必要とするときは、その許可を受けてから運転するこ

と。 
(3) 道路交通法を遵守し、安全運転に努めること。 
(4) 過度の疲労、病気その他心身が健康な状態にないと自覚するときは、無理な運

転はしないこと。なお、業務上運転の必要があるときは、自らの状態を所属長に

申告し、運転の可否の判断を仰ぐこと。 
(5) 安全運転管理者の行う安全運行に関する教育を積極的に受け、また、安全運転

管理者の行う教育及び指導を遵守すること。 

（禁止事項） 
第 6 条 自動車及び原動機付自転車の運転免許を受けていない従業員（運転免許の効力が

停止されている者を含む。）は、車両を運転してはならない。また、その運転の資格

を有さない車種の車両を運転してはならない。 
2  運転者は、酒気を帯びて車両を運転してはならない。 
3  運転者は、過労、病気、薬物の影響その他の理由により、正常な運転ができない

おそれがある状態で車両を運転してはならない。 
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	（使用規制）
	第 7 条 従業員は、この規程で定める許可がない限り、社有車を運転してはならない。
	2 　社有車は、会社の業務以外の目的に使用してはならない。ただし、業務との関連からやむを得ないと認めるときは、会社はその必要の範囲内でこれを許可することができる。
	3 　マイカーは、第27条又は第32条に定める許可がない限り、通勤又は会社の業務に使用してはならない。



	第3章　安全運転管理
	（総括責任者）
	第 8 条 安全運転管理及び車両管理業務は、総務部長が、総括責任者として、これを統括管理するものとする。ただし、重大な違反又は事故の処理等の重要事項については、安全運転管理者及び総務部長と協議し、社長がこれを決定する。

	（安全運転管理者）
	第 9 条 会社は、道路交通法第74条の3第1項の規定により安全運転管理者を選任するものとする。また、20台以上の自動車を使用する事業所については、安全運転管理者の業務を補助させるため、安全運転管理者のもとに、副安全運転管理者を選任するものとする。
	2 　会社は、安全運転管理者＜及び副安全運転管理者＞を選任したときは、15日以内に、公安委員会に届け出るものとする。安全運転管理者＜及び副安全運転管理者＞を解任したときも、同様とする。
	3 　会社は、安全運転管理者＜及び副安全運転管理者＞を補佐し、適切な車両管理を行わせるため、それぞれの事業所ごとに運行責任者を選任するものとする。この場合において、安全運転管理者の選任が義務づけられていない事業所については、運行責任者を安全運転管理者とみなしてこの規程を適用する。


	（安全運転管理者の業務）
	第10条 安全運転管理者は、安全運行及び車両管理等に関する業務の全般をその職務とし、次の各号に掲げる事項に関する業務を行う。
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	（安全運転管理者の監視義務）
	第11条 安全運転管理者は、従業員が、次の各号に掲げる行為を行わないよう常に監視しなければならず、これらが発覚したときは、直ちに安全確保のために必要な措置を講ずるとともに、総括責任者に報告しなければならない。
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	2 　会社は、いかなる場合であっても、前項各号に掲げる行為を容認することがあってはならない。また、前項各号に掲げる行為は、就業規則に基づく懲戒処分の対象とする。


	（運転を指示する者の遵守事項）
	第12条 業務のため、運転を指示する者は、次の各号の事項を遵守しなければならない。
	(1) この規程に定める基準に達しない車両を使用させないこと。
	(2) この規程に定める許可を受けていない者又は運転者の条件を満たしていない者に運転をさせないこと。
	(3) 過度の疲労、病気その他心身が健康な状態にないと認められる者に運転をさせないこと。
	(4) 安全運転管理者の行う安全運転に関する教育を積極的に受けさせること。


	（安全運転教育）
	第13条 会社は、運転者を対象として、随時に、安全運転に関する講習会等を開催し、全社的な安全意識向上を図るものとする。
	2 　運転者は、前項の講習会に積極的に参加しなければならない。


	（安全運転管理者の解任）
	第14条 安全運転管理者が、次の各号に該当する場合には、解任する。
	(1) 異動、退職その他の理由で安全運転管理業務が遂行できなくなったとき。
	(2) 公安委員会の解任命令を受けたとき。
	(3) 安全運転管理者として、ふさわしくない行為があったとき。



	第4章　車両管理
	（車両管理の基本）
	第15条 業務のために使用する車両の管理は、その車両の属する部門を単位としてこれを行う。
	2 　前項の管理に係る事務は、＜総務部＞において行うものとする。
	3 　業務のために使用する車両（社有車に限る。）は、すべて車両管理台帳（様式第1号）に記載し、常に点検整備しなければならない。
	4 　車検については、安全運転管理者が行うものとし、その他の整備、修理については、運行責任者が行うものとする。


	（車両管理台帳）
	第16条 車両管理台帳は、安全運転管理者がこれを調製するものとし、次の各号の事項を記載するものとする。
	(1) 車種、形式及び登録番号
	(2) 主たる使用目的
	(3) 車両の整備状況
	(4) 車検の有効期間
	(5) 任意保険の付保状況
	(6) 保管場所
	(7) その他会社が定める事項


	（駐車場の指定）
	第17条 車両の保全及び盗難防止のため、業務のために使用する社有車は、業務が終了した後は、会社が定める駐車場に駐車しておかなければならない。

	（始業点検等）
	第18条 運行責任者は、運転者にその運転の開始に際し、その立合のもと、所定の始業点検を行わせ、車両の安全を確認するものとする。
	2 　運行責任者は、毎月1回、一斉に車両の定期点検を行うものとし、次に掲げる業務を実施し、安全運転管理者の検印を受けなければならない。
	(1) 定期点検整備記録簿（様式第2号）に基づく当該車両の点検及びその記録（車両の整備を業者に行わせる場合、及び業者に整備を依頼している業務使用マイカーを除く。）
	(2) 点検による不良箇所の整備
	(3) 運転日誌（様式第3号）の内容の確認



	（車両の修理）
	第19条 運行責任者又は運転者が社有車の修理を依頼しようとするときは、車両修理依頼・報告書（様式第4号）を提出しなければならない。ただし、緊急の修理が必要な事由が生じたときは、事後に遅滞なく届け出るものとする。

	（車両の購入又は買換え）
	第20条 安全運転管理者は、社有車の購入又は買換えについては、車両使用に当たっての有効性、経済性及び安全性を十分検討し、総括責任者と協議のうえ行うものとする。


	第5章　運行管理
	（運行計画）
	第21条 安全運転管理者は、運転者の能力及び健康を考慮して運行計画を策定しなければならない。また、運転者自らが運行計画を策定したときは、これを点検しなければならない。

	（運転日誌）
	第22条 運転者は、業務に使用する車両ごとに運転日誌を備え付け、当該車両を使用したときは、必ず運転日誌に運行状況等を記録しなければならない。
	2 　前項の運転日誌の記載事項は、次のとおりとする。
	(1) 運転日
	(2) 運転の目的及び行き先
	(3) 運転の開始及び終了の日時
	(4) 1回の運転における走行距離
	(5) 燃料の補給を行ったときはその分量
	(6) その他運転者管理の必要のため会社が定める事項

	3 　安全運転管理者は、毎月1回、運転日誌の内容を確認するものとし、これを3年間、保存しておかなければならない。


	（運転者台帳）
	第23条 安全運転管理者は、第25条の許可を受けた運転者の異動状況等を把握するため、次に掲げる事項を記載した台帳（以下「運転者台帳」という。）（様式第5号）を調製する。
	(1) 運転者の所属部門及び氏名
	(2) 運転免許の種類、有効期間、運転条件
	(3) 運転歴（安全運転上の懸念があるときは、違反歴、事故歴を含む。）
	(4) その他会社が定める事項
	2 　安全運転管理者は、運転者台帳に登録された運転者以外の者に、社有車及び第32条の許可により業務に使用する通勤車両を運転させてはならない。



	第6章　業務使用車両
	（車両の条件）
	第24条 運転者は、次の各号の条件のいずれかに適合しない車両を業務のために運転してはならない。ただし、第1号に該当しない場合であっても、車両の故障の程度が軽微であり道路交通法上の問題がないときであって、修理等のため車両を移動することがやむを得ないときは、この限りでない。
	(1) 故障個所、整備不良個所がないこと。
	(2) 車検証が、有効期限内にあること。
	(3) 自動車損害賠償責任保険に加入していること。
	(4) 自動車保険に加入し、次の金額以上の補償を受けていること。


	（業務のための車両使用の許可と運転者の条件）
	第25条 業務のために車両を運転するためには、あらかじめ安全運転管理者の許可を受けなければならない。
	2 　前項の許可を受けようとする者は、会社の定める許可申請書に運転記録証明書を添えて、総括責任者に提出しなければならない。
	3 　第1項の許可に際しては、次のいずれの基準も満たしたものでなければならない。
	(1) 当該車両の運行に必要な免許を受けており、かつ、その停止又は取消し等を現に受けていないこと。
	(2) 当該従業員に業務車両の運転をさせることにつき、会社が不適格であると判断して、業務車両の運転を禁止した者ではないこと。

	4 　第1項の許可は、当該運転者が前項各号の基準のいずれかを満たさなくなったとき、又は安全運転確保の観点から運転者の適性を欠くと会社が判断するときは、これを取り消すものとする。


	（事故発生時の報告等）
	第26条 業務車両を運転中に交通事故が発生した場合には、運転者及び同乗者は、道路交通法の定めに従い当該事故について直ちに警察に報告しなければならない。また、運転者（運転者が報告をできない状態にある場合には、同乗者。同乗者がいない場合又は報告をできる状態にある者がいない場合には、最初に事故の発生を知るに至った者）は、直ちに所属長を通じて、安全運転管理者に事故の報告をしなければならない。
	2 　安全運転管理者は、前項の報告を受けたときは、直ちに事故の処理に当たるとともに、保険会社、指定修理工場等、関係各所に連絡し、必要な措置を講じなければならない。
	3 　交通事故の当事者となった運転者は、事故の円滑な解決に協力するとともに、その再発防止を図るため、事故の経緯、処理方法等を安全運転管理者とともに取りまとめ、交通事故報告書（様式第6号）により、総括責任者を経由して、社長まで報告しなければならない。



	第7章　通勤車両
	（マイカーの通勤時使用の許可）
	第27条 マイカーを通勤に使用しようとする者は、自家用車両通勤申請書（様式第7号）に次の各号に掲げる書類を添付して、安全運転管理者に申請し、その許可を受けなければならない。
	(1) 運転免許証の写し
	(2) 保険証券（自動車損害賠償責任保険及び任意保険のものであって、補償金額が確認できるものに限る。）の写し
	(3) 車検証の写し
	(4) 車庫証明の写し
	(5) 自宅から職場までの通勤経路を示した略図（運転距離を付記すること。）
	2 　前項の許可を受けていない者若しくは許可を取り消された者又は運転を禁止されている者は、通勤にマイカーを使用してはならない。
	3 　安全運転管理者は、次の各号のいずれにも該当する者でなければ、第1項の許可を与えてはならない。また、次の各号のいずれにも該当する者であっても、会社の判断によって許可を与えないことができる。
	(1) 運転に必要な免許を受けており、かつ、その停止又は取消し等を現に受けていないこと。
	(2) 自宅から職場までの距離が2キロメートル以上であること。ただし、会社がやむを得ないと認めるときは、2キロメートルに満たない場合であっても、自家用車両での通勤を認めることができる。
	(3) 車庫の設置が義務付けられている車両に関しては、自宅又は自宅周辺に所定の車庫があること。
	(4) 試用期間を経過していること。
	(5) 次条の要件を満たす車両を使用すること。
	(6) その他会社が不適格と認めた者でないこと。



	（通勤車両の要件）
	第28条 通勤車両は、次のいずれにも該当するものとする。
	(1) 故障個所や整備不良個所がない車両であること。
	(2) 車検証が有効期限内にある車両であること。
	(3) 関係諸法規に反する不法改造車でないこと。
	(4) 強制保険に加入している車両であること。
	(5) 任意保険に加入し、下記の金額以上の補償を受けている車両であること。


	（許可の有効期間）
	第29条 第27条の許可の有効期間は、許可の日から1年間とする。ただし、許可された日から1年の間に強制保険・任意保険の保険契約が終了する場合には、強制保険又は任意保険の保険契約終了の日までの期間を有効期間とする。

	（通勤手当の支給）
	第30条 マイカー通勤者に係る通勤手当は、公共交通機関通勤に準じて通勤手当支給規程に定める額を支給する。

	（駐車場所の指定）
	第31条 マイカー通勤者は、就業時間中は、会社が指定した駐車場に通勤車両を駐車しておかなければならない。
	2 　前項の駐車場内の損害に関し、会社は一切関知せず、また責任を負わない。


	（通勤車両の業務使用）
	第32条 通勤車両を含むマイカーを業務のために使用することは、これを禁止する。ただし、会社は、業務上の必要からやむをえないと判断した場合には、必要な範囲内において、通勤車両（原動機付自転車を除く。）に限り、これを業務のために使用することを許可することができる。
	2 　前項の許可を受けようとする者は、通勤車両を業務上使用しようとする都度、あらかじめ、所属長を通じて、通勤車両業務使用申請書（様式第8号）によって安全運転管理者に申請し、その許可を受けなければならない。
	3 　第1項の許可は、次に掲げる場合に限り、与えるものとする。
	(1) 自宅から主たる勤務地以外の事業所へ直行する場合
	(2) 前号の事業所から自宅へ直帰する場合
	(3) 事業所間を移動する場合

	4 　第1項の許可については、第25条第2項及び第27条の規定を準用する。また、許可の取消しについては、第25条第4項の規定を準用する。


	（通勤車両の業務運行報告）
	第33条 通勤車両を業務に使用する者は、前条第2項の申請に係る事由がやんだときには、速やかに帰社し、運転日誌を記入しなければならない。
	2 　前条の許可を受けて通勤車両を業務に使用する場合における許可の有効期間は、1年間とする。


	（通勤車両使用時の事故発生の報告等）
	第34条 第26条の規定は、通勤途上に交通事故が発生した場合において、これを準用する。


	第8章　損害賠償等
	（損害賠償の請求）
	第35条 会社は、次の各号に該当する事故があったときは、運転者又は運転者に運転を指示した者に対して、当該事故により会社が被った損害の程度に応じて損害賠償を請求することができる。
	(1) 業務車両の運転中又は通勤車両による通勤中における故意又は重大な過失による事故
	(2) この規程に定める許可を受けず、無断で業務車両を運転した場合に発生した事故
	(3) この規程に定める許可を受けず、無断でマイカーを、通勤又は業務のため運転した場合に発生した事故
	2 　前項で定める場合に、事故を発生させた者が、当該事故により会社が被った損害について賠償を行った場合（行うことを確約した場合を含む。）であっても、就業規則に定める懲戒処分を免れるものではない。


	（会社の免責）
	第36条 前条第1項各号の事故又は私用運転中の事故については、会社は一切責任を負わない。

	（懲　戒）
	第37条 この規程の違反は、就業規則に定める懲戒処分の対象とする。

	（改　廃）
	第38条 この規程の改廃は、総括責任者が、安全運転管理者の意見を斟酌して起案し、取締役会の決議による。



